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１ 労働力調査の概要 
 

（１）調査の沿革と目的 
  労働力調査は、昭和２１年９月から開始され、昭和２５年４月から統計法による指定統計第

30号として、統計法の改正により平成２１年４月から基幹統計として毎月実施している。 

  この調査は、我が国における就業・不就業の状態を明らかにし、国の経済政策や雇用対策な

どのための基礎資料を得ることを目的としている。 

（２）調査の範囲及び対象 
  調査の範囲は、我が国に居住している全人口である。ただし、外国の外交団・領事団（随員

及び家族を含む。）並びに外国軍隊の軍人・軍属及びその家族は除外される。 

  この調査は、標本調査として実施されており、調査範囲に含まれる人口から一部を抽出して

全体を推計するという仕組みになっている。調査の対象となるのは、毎月全国の全世帯を代表

するように選定された約４万世帯及びその世帯員であるが、就業状態は世帯員のうち１５歳以

上の者（約１０万人）についてのみ調査している。 

（３）調査の期日及び期間 
  調査は、毎月末日（１２月は２６日）現在で行われ、毎月の末日を最終日とする１週間（た

だし１２月は２０日から２６日まで。以下「調査週間」という。）の就業状態について調査し

ている。 

（４）調査の系統 
  調査の系統は、次の流れによって行われている。 

 

 

  指導員は都道府県の職員をもって充て、調査員の指導にあたっている。 

（５）調査の方法 
   調査は、次の順序によって行われている。  

 ア 総務大臣は、国勢調査の調査区の中から統計理論に基づき調査区を選定し、それを所管す

る都道府県知事に指定する。 

 イ 都道府県知事は、総務大臣から指定を受けた調査区について、その調査区の実情を把握し、

担当する調査員を設置する。 

 ウ 調査員は、担当する調査区内にあるすべての住戸（住宅やその他の建物の各戸で、一つの

世帯が居住できるようになっている建物又は建物の一区画）を記入した名簿を作成する。指

導員は、この名簿から総務省統計局の定める方法（系統抽出法）により住戸を選定する。選

定された住戸については、そこに居住する世帯を２か月連続して調査する。 

 エ 調査員は、調査週間の始まる前７日以内に、この選定された住戸を訪問し、その住戸に住

都道府県知事 総務大臣 指導員 調査員 調査世帯 
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んでいる世帯（以下「調査世帯」という。）に調査票を配布し、記入を依頼する。調査員は、

調査週間の終了後３日以内に調査世帯を再び訪問し、記入内容を検査の上、調査票を取集す

る。 

 オ 取集された調査票は、調査員から都道府県へ提出され、指導員が記入内容の検査をした後、

独立行政法人統計センターへ提出される。 

（６）調査規模（毎月） 
神 奈 川 県  全   国 

調 査 区 数  約     150  約   2,900 

調査世帯概数  約   2,300  約  40,000 

調査世帯人員  約   5,600  約 150,000 

（うち15歳以上）  （約   4,900）      （約 100,000） 

（７）利用上の留意点 
ア 労働力調査に関する集計結果については、総務省統計局が取りまとめ、インターネッ

トへの掲載及び刊行物等で公表をしているところだが、労働力調査は全国及び全国１１

地域を表章するように設計されており、都道府県別の標本設計がされていない。このた

め、都道府県別の集計結果は、誤差が大きく、数値にかなり幅を持って見る必要がある。

また時系列での不規則な変動も大きいことに留意しなければならない。 

イ 本県では、総務省統計局が公表している都道府県別の集計結果に加え、男女別集計や

産業別就業者、職業別就業者、就業時間、従業者規模別非農林業雇用者について独自集

計した結果を掲載しているが、その数値については、上記アに記載したとおり全国や全

国１１地域の結果に比べ誤差が大きいため、結果の利用にあたっては注意が必要である。 

ウ 総務省統計局では、５年ごとに国勢調査の結果に基づき労働力調査の算出の基礎とな

る人口を切り替えている。平成２４年１月分の労働力調査結果から最新の平成２２年国

勢調査結果を基準とする推計人口（新基準）を用いているので、本報告書では同一基準

での前年比較を行うため、平成２３年の数値は新基準による遡及値を用いている。また

全国の平成２３年平均の数値には東日本大震災の影響に係る取扱いもあるので、詳細は

総務省統計局ホームページをご覧ください。（http://www.stat.go.jp/） 

エ 本報告書の各図表は、特に表示のない限り神奈川県の結果についてのものであり、全

国及び南関東の結果に関する図表については、見出し又は凡例に「全国」又は「南関東」

と表示している。 
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２ 用 語 の 解 説 
 
〈就業状態〉１５歳以上人口について、調査週間中の活動状態に基づき、次のように区分している。 
 
 
 
 
 
労 働 力 人 口  １５歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの 

 
就 業 者  従業者と休業者を合わせたもの 

 
従 業 者  調査週間中に賃金、給料、諸手当、内職収入などの収入を伴う仕事（以下「仕 
         事」という。）を１時間以上した者。なお、家族従業者は、無給であっても

仕事をしたとする。 
 
休 業 者  仕事を持ちながら、調査週間中に少しも仕事をしなかった者のうち、 

① 雇用者で、給料、賃金の支払いを受けている者又は受けることになって

いる者。 
② 自営業主で、自分の経営する事業を持ったままで、その仕事を休み始め

てから３０日にならない者。 
なお、家族従業者で調査期間中に少しも仕事をしなかった者は休業者には含

めず、完全失業者又は非労働力人口のいずれかとしている。 
 
完 全 失 業 者  前記就業者以外で、次の３つの条件を満たす者 

          ① 仕事がなくて調査週間中に少しも仕事をしなかった 
 ② 仕事があればすぐ就くことができる 
 ③ 調査期間中に、仕事を探す活動や事業を始める準備をしていた 
  （過去の求職活動の結果を待っている場合を含む） 

 
 非労働力人口  １５歳以上人口のうち、就業者と完全失業者以外の者 
 
労働力人口比率  １５歳以上人口に占める労働力人口の割合 

 
 労働力人口比率 ＝                   ×１００ 

 
完 全 失 業 率  労働力人口に占める完全失業者の割合 

 
完 全 失 業 率 ＝                   ×１００ 

労働力人口 
15歳以上人口 

完全失業者 

労働力人口 

 

１５歳以上人口 
労働力人口 休業者 

就業者 

完全失業者 

従業者 

非労働力人口 



 4

３ 結 果 の 要 約         

（１）年平均の推移 

平成２４年平均結果の概要は次のとおりである。 
 
－労働力人口は減少、非労働力人口は増加－ 
労働力人口は４７４万６千人となり、前年に比べ１万５千人の減少となっている。非労働

力人口は３１３万５千人となっており、２万９千人の増加となっている。 
 
－就業者数、完全失業者数はともに減少－ 
就業者数は４５３万６千人となり、前年に比べ１万３千人の減少となっている。完全失業

者数は２１万１千人となり、１千人の減少となっている。 
 

神奈川県の年平均           （単位：千人） 

区   分 20年 21年 22年 23年 24年 

労 働 力 人 口 4,711 4,729 4,715 4,761 4,746 

就 業 者 4,534 4,492 4,484 4,549 4,536 

完 全 失 業 者 176 237 231 212 211 

非 労 働 力 人 口 2,999 3,014 3,047 3,106 3,135 

完全失業率(％) 3.7 5.0 4.9 4.5 4.4 

 
 
                        
 
 
 
 
 
 

 
－完全失業率は低下、全国より高く、南関東と同水準－ 

    完全失業率は、４．４％となり、前年に比べ０．１ポイントの低下となっている。 
全国（４．３％）より高く、南関東（４．４％）と同水準となっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （注）全国及び南関東は万人単位、神奈川県は千人単位を基に、完全失業率を算出している。 
       なお、南関東には埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県が該当する。 

また、全国の平成23年平均は、東日本大震災の影響を補完して推計した値となっている。 

労 働 力 人 口 と 非 労 働 力 人 口 の 推 移
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4,729 4,761
4,715

4,746

2,999 3,014 3,047

3,106 3,135

4,400

4,500

4,600

4,700

4,800

4,900

20年 21年 22年 23年 24年

2,800

2,900
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千人 千人 就 業 者 と 完 全 失 業 者 の 推 移

4,5364,549

4,4844,4924,534
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100
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神奈川県

全 　　国

南 関 東

％



 5

（２）四半期平均の推移 

平成２４年平均結果を四半期平均別にみると、その概要は次のとおりである。 
 

神奈川県の四半期平均          （単位：千人） 

区   分 24年1～3月 24年4～6月 24年7～9月 24年10～12月 

労 働 力 人 口 4,767 4,775 4,686 4,756 

就 業 者 4,560 4,554 4,461 4,568 

完 全 失 業 者 208 221 225 188 

非 労 働 力 人 口 3,105 3,105 3,198 3,131 

完全失業率(％) 4.4 4.6 4.8 4.0 

 

3,105

3,105 3,131

3,198

3,000

3,050

3,100

3,150

3,200

24年1～3月 24年4～6月 24年7～9月 24年10～12月

（非労働力人口）

労働力人口と非労働力人口の推移

4,7564,686
4,775

4,767

4,600

4,650

4,700

4,750

4,800

（労働力人口）

千人

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                         
 

 （注） 結果数値は原数値（季節調整はしていない）。 

就業者と完全失業者の推移

4,554
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4,560
4,568

4,400

4,450

4,500

4,550

4,600
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４ 調 査 結 果        
 

（１） 労働力人口 

     －労働力人口は１万５千人の減少、労働力人口比率は０．３ポイントの低下－ 
  
   １５歳以上人口は７８８万４千人で、このうち、就業者と完全失業者を合計した労働力人口

は４７４万６千人となっている。 
 （統計表第１表参照） 

   労働力人口は、前年に比べ１万５千人の減少となっている。 
   男女別にみると、男性は２８８万６千人と９千人の減少、女性は１８６万人と７千人の減少

となっている。 
    労働力人口比率（１５歳以上人口に占める労働力人口の割合）は、６０．２％となっており、

前年に比べ０．３ポイントの低下となっている。  
   男女別にみると、男性は７３．３％と０．３ポイントの低下、女性は４７．１％と０．４ポ

イントの低下となっている。 
                                （図１、統計表第１表参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 労働力人口及び労働力人口比率の推移 
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（２） 就業者 

     －就業者数は男性が８千人減少、女性が６千人減少－ 
  
   就業者数は４５３万６千人となっており、前年に比べ１万３千人の減少となっている。 
   男女別にみると、男性は２７５万５千人と８千人の減少、女性は１７８万人と６千人の減少

となっている。                     （図２、統計表第１表参照） 
                                 
   従業上の地位別にみると、その構成比は、雇用者９２．３％（４１８万７千人）、自営業主

６．０％（２７万１千人）、家族従業者１．２％（５万３千人）の順となっている。 
                             （図２、表１、統計表第１表参照） 
 
 
                                図２ 就業者数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        表１ 従業上の地位別就業者数の推移         （千人、％） 

 
 
 
 
 
 
 
 

（注１）自営業主には内職、雇用者には会社・団体の役員を含む。 
（注２）総数には、従業上の地位不詳を含む。 

総　数
自　営
業　主

家　族
従業者

雇用者 総　数
自　営
業　主

家　族
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雇用者

平成20年 4,534 282 67 4,154 100.0 6.2 1.5 91.6

平成21年 4,492 268 58 4,141 100.0 6.0 1.3 92.2

平成22年 4,484 278 56 4,128 100.0 6.2 1.2 92.1

平成23年 4,549 285 58 4,190 100.0 6.3 1.3 92.1

平成24年 4,536 271 53 4,187 100.0 6.0 1.2 92.3
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（３） 産業別就業者 

     －第２次産業の構成比は０．８ポイント低下、第３次産業は０．５ポイント上昇－ 
  
   就業者を産業別にみると、農業，林業が０．９％（３万９千人）、建設業が７．５％（３４

万１千人）、製造業が１４．３％（６５万人）、卸売業，小売業が１６．２％（７３万３千人）、

医療，福祉が１０．０％（４５万５千人）、サービス業（他に分類されないもの）が８．６％ 
（３９万１千人）となっている。               （統計表第２－１表参照） 

                                  
   産業３部門別の構成比をみると、第１次産業は０．９％（３万９千人）となり、前年に比べ

０．１ポイントの低下、第２次産業は２１．８％（９９万１千人)と０．８ポイントの低下、
第３次産業は７５．７％（３４３万６千人）と０．５ポイントの上昇となっている。 

                                 （表２、統計表第２－１表参照） 
 

表２ 産業（３部門）別割合の推移（％） 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   第３次産業における構成比は、卸売業，小売業２１．３％（７３万３千人）、医療，福祉 
１３．２％（４５万５千人）、サービス業（他に分類されないもの）１１．４％（３９万１千

人）、情報通信業８．２％（２８万３千人）の順となっている。 
                             （図３、統計表第２－２表参照） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）第 1次産業…農業，林業、漁業   
第 2次産業…鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業  
第３次産業…上記以外の産業（分類不能の産業は含まない。） 

図３ 第３次産業の割合の推移 

（注）日本標準産業分類の改定（平成 19年11月）に伴い、平成 21年１月調査から新産業分類で表章し、平成

20年分について遡及結果を作成した。 

第１次産業 第２次産業 第３次産業

平成20年 0.7 23.8 73.5

平成21年 1.0 23.7 73.7

平成22年 1.1 23.6 73.9

平成23年 1.0 22.6 75.2

平成24年 0.9 21.8 75.7

年 
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（４） 職業別就業者 
－事務従事者の構成比は０．９ポイント低下、 

専門的・技術的職業従事者は０．１ポイント上昇－ 
  
   就業者を職業別にみると、事務従事者が２２．０％（９９万９千人）と最も高く、次いで専

門的・技術的職業従事者の２０．１％（９１万３千人）、販売従事者の１５．０％（６８万人）、

サービス職業従事者の１１．５％（５２万３千人）、生産工程従事者の１０．４％（４７万２

千人）の順となっている。   
 前年に比べ事務従事者は０．９ポイントの低下、専門的・技術的職業従事者は０．１ポイン

トの上昇となっている。 
   （図４、統計表第３表参照） 

 
 
 

図４ 職業別就業者数の割合の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（注）日本標準職業分類の改定（平成 21年 12月）に伴い、平成 23年１月調査から新職業分類で表章し、平成 22

年分について遡及結果を作成した。 
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（５） 就業時間  

     －全国を下回る平均週間就業時間－ 
  
    非農林業の雇用者（休業者を除く）１人当りの平均週間就業時間は、３９．６時間となって
おり、全国と比較すると０．７時間短くなっている。男女別にみると、男性は４４．５時間と

０．５時間短く、女性は３１．９時間と、２．１時間短くなっている。 
   男女別に週間就業時間別の割合をみると、男性では３５～４８時間従業者（普通時間従業者）

が５０．３％と最も高く、次いで４９時間以上従業者（長時間従業者）が３３．２％、１～３

４時間従業者（短時間従業者）が１５．９％の順となっている。女性では、短時間従業者が４

９．５％と最も高く、次いで普通時間従業者が４０．４％、長時間従業者が９．４％の順とな

っている。 
                           （表３、図５、統計表第３表参照） 
 
 

表３ 非農林業雇用者の平均週間就業時間の推移 
 

                             （時間）   （参考）全 国         （時間） 
 
 
 
 
 
 

（注）全国の平成23年平均は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果となっている。 

 
 

図５ 非農林業雇用者の週間就業時間割合の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）非農林業雇用者には、休業者は含まない。 
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（６） 従業者規模別非農林業雇用者 

     －５００人以上規模の企業の雇用者の割合が高い水準で推移－ 
  
   非農林業雇用者を企業の従業者規模別にみると、５００人以上規模が３６．３％（１５１万

５千人）と最も高く、次いで、３０～４９９人規模が３１．２％（１３０万３千人） 、１～
２９人規模が２４．８％（１０３万４千人）の順となっている。 

   前年に比べ５００人以上規模は０．７ポイントの低下、３０～４９９人規模は０．２ポイン

トの低下、１～２９人規模は０．５ポイントの上昇となっている。 
   ５００人以上規模の企業の雇用者の割合が高い水準で推移しており、全国と比較しても高い

割合となっている。 
                           （図６、統計表第３表参照） 

           
    図６ 企業の従業者規模別非農林業雇用者の割合の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （注）全国の平成23年平均は、東日本大震災の影響を補完して推計した値となっている（以下、同じ。）。 
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（７） 完全失業者数 

     －完全失業者数は１千人の減少－ 
  

完全失業者数は２１万１千人となり、前年に比べ１千人の減少となっている。 
男女別にみると、男性は１３万１千人と１千人の減少、女性は８万人と前年同水準となって

いる。 
                             （図７、統計表第１表参照） 

 
図７ 完全失業者数の推移 
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（８） 完全失業率 

     －完全失業率は４．４％と前年に比べ０．１ポイント低下、 
全国より高く、南関東同水準－ 

  
   完全失業率は４．４％となり、前年に比べ０．１ポイントの低下となっている。 
   また、全国より高く、南関東と同水準となっている。 （図８、統計表第１表、参考１参照） 

                        
                 図８ 完全失業率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注） 神奈川県は千人単位による試算値。全国・南関東は万人単位による推定値である。 
         なお、南関東には埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県が該当する。 
 
   年齢階級別にみると、１５～２４歳が最も高く、６．６％となっている。２５～３４歳は前

年に比べ０．２ポイント低下したが、５．３％と次に高くなっている。    （図９参照）   
             図９ 年齢階級別完全失業率の推移 
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（９） 非労働力人口 

     －非労働力人口は男性が１万１千人増加、女性が１万８千人増加－ 
  

非労働力人口は３１３万５千人となっており、前年に比べ２万９千人の増加となっている。 
男女別にみると、男性は１０５万１千人と１万１千人の増加、女性は２０８万４千人と１万

８千人の増加となっている。 
 （図１０、統計表第１表参照） 

                                   
 
                                 図１０ 非労働力人口の推移 
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統     計     表 

 

－利用上の注意－ 

統計表の数字は試算値の百位で四捨五入してあり（ただし、増減及び率は千人単位の

数字から算出している。）、総数には分類不能及び不詳の数が含まれるため、総数と内

訳の合計とは必ずしも一致しない。 

また、平成24年１月分結果から平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口を用いて

おり、平成23年データは新基準による遡及値となっている。 

 
 
  

 

 

 

 



(千人）

総数 主に仕事
家事など
のかたわ
らに仕事

通学のか
たわらに
仕事

20 7,717 4,711 4,534 4,440 3,740 569 131 94 282 67 4,154 176 2,999 1,309 492 1,198 61.0 3.7

21 7,746 4,729 4,492 4,389 3,711 560 119 103 268 58 4,141 237 3,014 1,278 499 1,236 61.1 5.0

22 7,768 4,715 4,484 4,390 3,697 564 128 95 278 56 4,128 231 3,047 1,236 514 1,297 60.7 4.9

23 7,869 4,761 4,549 4,460 3,727 609 124 89 285 58 4,190 212 3,106 1,250 498 1,358 60.5 4.5

24 7,884 4,746 4,536 4,442 3,699 606 137 93 271 53 4,187 211 3,135 1,296 480 1,359 60.2 4.4

20 3,885 2,890 2,784 2,735 2,626 37 72 49 212 14 2,538 106 990 38 279 674 74.4 3.7

21 3,894 2,889 2,748 2,696 2,603 36 57 52 204 12 2,516 141 1,004 32 288 684 74.2 4.9

22 3,898 2,876 2,736 2,695 2,593 34 67 41 205 10 2,509 140 1,020 34 284 702 73.8 4.9

雇用者

(注)

従　業　者
総数

休業者
家　族

従業者

主な活動状態別

自　営
業　主
(注)

完　全
失業率
(％)

非　労　働　力　人　口

総数

労　　働　　力　　人　　口

１５　　歳　　以　　上　　人　　口

家事 通学 その他
総数

従業上の地位別

第１表　　就業状態、主な活動状態、従業上の地位別１５歳以上人口
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労働力
人　口
比　率
(％)

男
女
計

男

就　　　業　　　者

完　全
失業者

総数

区分

年

22 3,898 2,876 2,736 2,695 2,593 34 67 41 205 10 2,509 140 1,020 34 284 702 73.8 4.9

23 3,936 2,895 2,763 2,719 2,617 40 62 44 205 12 2,538 132 1,040 38 270 733 73.6 4.6

24 3,938 2,886 2,755 2,711 2,594 44 73 44 193 13 2,535 131 1,051 45 250 755 73.3 4.5

20 3,832 1,820 1,750 1,705 1,114 532 58 45 69 52 1,616 70 2,008 1,271 213 524 47.5 3.8

21 3,851 1,840 1,744 1,693 1,108 523 62 51 64 46 1,625 96 2,010 1,246 211 552 47.8 5.2

22 3,869 1,839 1,748 1,695 1,104 530 61 53 74 46 1,619 91 2,027 1,202 230 595 47.5 4.9

23 3,934 1,867 1,786 1,741 1,110 569 62 45 80 46 1,652 80 2,066 1,213 228 625 47.5 4.3

24 3,946 1,860 1,780 1,731 1,105 562 65 49 78 40 1,651 80 2,084 1,251 230 604 47.1 4.3

(注)  自営業主には内職、雇用者には会社・団体の役員を含む。

女

男



(千人、％）

総数 漁　業

鉱業，
採石
業，砂
利採取
業

建設業 製造業

電気・
ガス・熱
供給・
水道業

情報
通信業

運輸
業，郵
便業

卸売
業，小
売業

金融業，
保険業、
不動産
業，物品
賃貸業

学術研
究，専
門・技
術サー
ビス業

宿泊
業，飲
食サー
ビス業

生活関
連サー
ビス業，
娯楽業

教育，
学習支
援業

医療，
福祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業（他
に分類
されな
いもの）

公務
（他に
分類さ
れるも
のを除
く）

分類不
能の産
業

4,534 31 4,503 0 1 359 717 15 290 246 730 262 195 283 163 205 375 27 407 135 92

(100.0 ) (0.7 ) (99.3 ) (0.0 ) (0.0 ) (7.9 ) (15.8 ) (0.3 ) (6.4 ) (5.4 ) (16.1 ) (5.8 ) (4.3 ) (6.2 ) (3.6 ) (4.5 ) (8.3 ) (0.6 ) (9.0 ) (3.0 ) (2.0 )

4,492 44 4,448 0 2 357 707 17 286 251 709 255 207 269 159 198 390 21 406 143 70

(100.0 ) (1.0 ) (99.0 ) (0.0 ) (0.0 ) (7.9 ) (15.7 ) (0.4 ) (6.4 ) (5.6 ) (15.8 ) (5.7 ) (4.6 ) (6.0 ) (3.5 ) (4.4 ) (8.7 ) (0.5 ) (9.0 ) (3.2 ) (1.6 )

4,484 47 4,437 2 2 357 698 21 266 283 712 239 201 274 161 196 410 17 389 143 67

(100.0 ) (1.0 ) (99.0 ) (0.0 ) (0.0 ) (8.0 ) (15.6 ) (0.5 ) (5.9 ) (6.3 ) (15.9 ) (5.3 ) (4.5 ) (6.1 ) (3.6 ) (4.4 ) (9.1 ) (0.4 ) (8.7 ) (3.2 ) (1.5 )

4,549 45 4,505 1 1 351 676 31 275 293 732 242 235 273 164 205 431 28 392 122 52

(100.0 ) (1.0 ) (99.0 ) (0.0 ) (0.0 ) (7.7 ) (14.9 ) (0.7 ) (6.0 ) (6.4 ) (16.1 ) (5.3 ) (5.2 ) (6.0 ) (3.6 ) (4.5 ) (9.5 ) (0.6 ) (8.6 ) (2.7 ) (1.1 )

第２－１表　　産　業　別　就　業　者　数

総数
農業、
林業

21

男
女
計

20

22

23

就　　　業　　　者

非　　　農　　　林　　　業

区分

年

4,536 39 4,497 - 0 341 650 22 283 277 733 236 229 273 169 216 455 23 391 129 70

(100.0 ) (0.9 ) (99.1 ) - (0.0 ) (7.5 ) (14.3 ) (0.5 ) (6.2 ) (6.1 ) (16.2 ) (5.2 ) (5.0 ) (6.0 ) (3.7 ) (4.8 ) (10.0 ) (0.5 ) (8.6 ) (2.8 ) (1.5 )

(注)　（　　）内は就業者総数に対する構成比を表す。

※　日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に伴い、平成21年１月調査から新産業分類で表章し、平成20年分について遡及結果を作成した。

(100.0 ) (0.9 ) (21.8 ) (75.7 ) (1.5 )

4,536 39 991 3,436 70

24

4,484

1,066

(23.7 )

1,057

就　　　業　　　者

分類不能の産業第３次産業

67

20

21

22
男
女
計

24

23

(100.0 )

31

(0.7 )

44

(1.0 )

49

(1.1 )

4,534

4,492

(100.0 )

(23.6 )

3,312

(73.9 )

1,077

(23.8 )

3,333

(73.5 )

3,311

(73.7 )

3,423

(1.5 )

総　数

(100.0 )

70

(1.6 )

92

(2.0 )

第１次産業 第２次産業

17

52

(100.0 ) (1.0 ) (22.6 ) (75.2 ) (1.1 )

4,549 46 1,028

区分

年

(100.0 ) (0.9 ) (21.8 ) (75.7 ) (1.5 )



(千人、％）

総数
電気・ガス・
熱供給・水
道業

情報通信
業

運輸業，郵
便業

卸売業，小
売業

金融業，保
険業

不動産業，
物品賃貸
業

学術研究，
専門・技術
サービス業

宿泊業，飲
食サービス
業

生活関連
サービス
業，娯楽業

教育，学習
支援業

医療，福祉
複合サー
ビス事業

サービス業
（他に分類
されないも
の）

公務（他に
分類される
ものを除く）

3,333 15 290 246 730 138 124 195 283 163 205 375 27 407 135

(100.0 ) (0.5 ) (8.7 ) (7.4 ) (21.9 ) (4.1 ) (3.7 ) (5.9 ) (8.5 ) (4.9 ) (6.2 ) (11.3 ) (0.8 ) (12.2 ) (4.1 )

3,311 17 286 251 709 148 107 207 269 159 198 390 21 406 143

(100.0 ) (0.5 ) (8.6 ) (7.6 ) (21.4 ) (4.5 ) (3.2 ) (6.3 ) (8.1 ) (4.8 ) (6.0 ) (11.8 ) (0.6 ) (12.3 ) (4.3 )

3,312 21 266 283 712 127 112 201 274 161 196 410 17 389 143

(100.0 ) (0.6 ) (8.0 ) (8.5 ) (21.5 ) (3.8 ) (3.4 ) (6.1 ) (8.3 ) (4.9 ) (5.9 ) (12.4 ) (0.5 ) (11.7 ) (4.3 )

3,423 31 275 293 732 122 120 235 273 164 205 431 28 392 122

(100.0 ) (0.9 ) (8.0 ) (8.6 ) (21.4 ) (3.6 ) (3.5 ) (6.9 ) (8.0 ) (4.8 ) (6.0 ) (12.6 ) (0.8 ) (11.5 ) (3.6 )

3,436 22 283 277 733 131 105 229 273 169 216 455 23 391 129

(100.0 ) (0.6 ) (8.2 ) (8.1 ) (21.3 ) (3.8 ) (3.1 ) (6.7 ) (7.9 ) (4.9 ) (6.3 ) (13.2 ) (0.7 ) (11.4 ) (3.8 )
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　　　　第２－２表　　第３次産業における就業者数

第　　３　　次　　産　　業　　(注)

20

22
男
女
計

24

21

区分

年

(100.0 ) (0.6 ) (8.2 ) (8.1 ) (21.3 ) (3.8 ) (3.1 ) (6.7 ) (7.9 ) (4.9 ) (6.3 ) (13.2 ) (0.7 ) (11.4 ) (3.8 )

(注)　（　　）内は第３次産業に対する構成比を表す。

※　日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に伴い、平成21年１月調査から新産業分類で表章し、平成20年分について遡及結果を作成した。



（千人）

総数
管理的
職　業
従事者

専門的・
技術的
職　業
従事者

事　務
従事者

販　売
従事者

サービス
職業
従事者

保安
職業
従事者

農　林
漁　業
従事者

生産
工程
従事者

輸送・
機械
運転
従事者

建設・
採掘
従事者

運搬・
清掃・
包装等
従事者

分類
不能の
職業

23 4,549 125 910 1,042 673 512 81 48 482 168 195 264 51

24 4,536 122 913 999 680 523 90 40 472 160 193 277 67

23 2,763 112 582 478 396 178 76 31 373 164 193 150 30

24 2,755 111 582 454 405 181 82 28 362 156 189 168 37

23 1,786 13 328 564 277 334 4 17 109 4 3 114 20

24 1,780 11 331 545 275 342 8 12 110 4 3 109 30

（千人）

平均週
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第３表　　職業別就業者数、週間就業時間・従業者規模別非農林業雇用者数

従業者規模別非農林業雇用者週間就業時間別非農林業雇用者

職　業　別　就　業　者　数

男
女
計

男

女

区分

年

区分

年

総数
(注)

1～34
時間

35～48
時間

49時間
以上

平均週
間就業
時　間
(時間)

総数
1～29
人

30～499
人

500人
以上

官公

23 4,104 1,167 1,927 989 39.8 4,177 1,013 1,310 1,546 263

24 4,101 1,190 1,905 980 39.6 4,176 1,034 1,303 1,515 270

23 2,497 388 1,258 839 44.8 2,529 564 765 1,010 167

24 2,496 396 1,256 828 44.5 2,528 578 765 985 170

23 1,607 779 669 150 32.0 1,648 449 545 536 96

24 1,605 794 649 151 31.9 1,648 456 538 530 101

(注)  週間就業時間別非農林業雇用者には、休業者は含まない。

男
女
計

男

女

区分

年



（万人）

総数
うち自営業
主(注)

うち雇用者
(注)

総数 うち建設業 うち製造業
うち卸売
業，小売
業

うちサービ
ス業（他に
分類されな
いもの）

20 3,049 1,891 1,820 138 1,634 25 1,796 140 274 317 318 71 1,156 62.0 3.8

21 3,060 1,889 1,798 136 1,618 24 1,774 139 252 304 157 91 1,170 61.7 4.8

22 3,068 1,887 1,790 134 1,615 23 1,768 133 247 302 151 96 1,179 61.5 5.1

23 3,123 1,926 1,837 135 1,661 23 1,814 142 247 307 155 89 1,196 61.7 4.6

24 3,129 1,915 1,830 131 1,659 22 1,808 140 237 302 156 85 1,213 61.2 4.4

20 1,522 1,142 1,100 103 983 14 1,086 121 202 163 183 42 379 75.0 3.7

21 1,527 1,133 1,080 100 967 14 1,066 119 187 157 89 53 393 74.2 4.7

22 1,528 1,129 1,070 97 962 13 1,057 115 182 155 86 59 399 73.9 5.2

23 1,550 1,149 1,095 100 985 14 1,081 123 179 156 90 54 400 74.2 4.7

参考１　　就業状態、従業上の地位・主な産業別１５歳以上人口（南関東ブロック※）

男

男
女
計

農業，林
業

労働力
人　口
比　率
（％）

完　全
失業率
（％）

20

総数
総数

１５　　　歳　　　以　　　上　　　人　　　口

労　　　働　　　力　　　人　　　口

就　　　業　　　者

非　農　林　業

完  全
失業者

非労働力
人口

区分

年

23 1,550 1,149 1,095 100 985 14 1,081 123 179 156 90 54 400 74.2 4.7

24 1,551 1,138 1,087 97 979 14 1,073 120 175 154 91 51 413 73.4 4.5

20 1,526 749 720 34 651 11 709 20 72 154 136 28 777 49.1 3.7

21 1,533 756 718 36 651 10 709 19 65 147 67 37 777 49.3 4.9

22 1,539 758 721 37 653 10 711 18 65 146 64 37 781 49.3 4.9

23 1,573 776 741 35 676 9 732 19 68 151 65 35 796 49.4 4.5

24 1,577 777 743 34 680 8 735 20 63 148 65 34 800 49.2 4.3

 ※　 南関東ブロック　：　埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

(注)  自営業主には内職、雇用者には会社・団体の役員を含む。

女



　　　　　　　　参考２　　就業３状態と完全失業率の推計値結果及び標準誤差

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千人、％）

労働力人口 就業者 完全失業者
非労働力
人口

労働力人口 就業者 完全失業者
非労働力
人口

平成２０年 4,701 4,525 176 2,996 32 33 7 32

　　　２１年 4,719 4,482 237 3,012 36 36 9 36

　　　２２年 4,706 4,475 231 3,045 34 34 9 34

21

　　　２３年 4,681 4,474 207 3,091 37 37 8 37

　　　２４年 4,737 4,527 211 3,133 36 36 8 36

（注１）　推計値結果±標準誤差の２倍の範囲に「真の値」がある確率は95%となる。
（注２）　労働力調査では、刑務所・拘置所等のある区域及び自衛隊区域の居住者については法務省及び防衛省から資料を
　　　　得ているが、平成20年分以降はこれらの区域の居住者を誤差の計算の対象から除くこととなったため、上記の表におけ
　　　　る平成20年分以降の推計値は、本結果報告で集計した推計値と異なる。

年平均

標　準　誤　差推　計　値　結　果



(単位：千人、％)

就業者
完　全
失業者

就業者
完　全
失業者

01北海道 4822 2694 2554 140 2126 5.2 -14 -8 -9 1 -8 0.001

02青森県 1188 683 645 37 505 5.4 -8 -4 0 -5 -4 -0.702

03岩手県 1141 660 633 28 481 4.2 -13 <-4>   <4>    <-7>   <-8>   <-1.1> 03

04宮城県 2021 1176 1118 58 845 4.9 -9 <-11>  <4>    <-15>  <2>    <-1.2> 04

05秋田県 947 518 496 22 428 4.2 -8 -1 2 -4 -8 -0.805

06山形県 1008 607 586 21 401 3.5 -6 0 3 -4 -6 -0.606

07福島県 1712 1000 959 41 711 4.1 -24 <13>   <23>   <-10>  <-38>  <-1.1> 07

08茨城県 2558 1505 1445 60 1052 4.0 -7 -15 -7 -8 9 -0.508

09栃木県 1730 1054 1014 40 676 3.8 -4 -13 -7 -6 9 -0.509

10群馬県 1726 1022 987 35 703 3.4 -4 -10 -2 -8 5 -0.810

11埼玉県 6268 3766 3598 168 2501 4.5 15 -50 -41 -9 67 -0.111

12千葉県 5405 3285 3150 135 2119 4.1 -7 1 10 -9 -7 -0.312

13東京都 11730 7406 7070 336 4321 4.5 36 -14 8 -22 51 -0.313

14神奈川県 7884 4746 4536 211 3135 4.4 15 -15 -13 -1 29 -0.114

15新潟県 2056 1210 1165 46 846 3.8 -10 -16 -12 -3 6 -0.215

16富山県 945 573 555 17 372 3.0 -4 -10 -9 -3 7 -0.416

17石川県 1007 620 597 22 387 3.5 -2 -3 -2 -2 2 -0.417

18福井県 690 423 411 12 268 2.8 -2 -7 -6 -1 5 -0.218

19山梨県 743 445 430 15 298 3.4 -3 -2 1 -3 -1 -0.619

20長野県 1846 1127 1088 40 717 3.5 -6 -23 -21 -1 15 -0.120

21岐阜県 1780 1071 1034 37 709 3.5 -7 -13 -10 -3 6 -0.221

22静岡県 3237 2001 1934 67 1235 3.3 -10 -17 -12 -5 7 -0.322

23愛知県 6367 3926 3782 144 2439 3.7 14 -27 -30 3 41 0.123

24三重県 1593 941 909 32 651 3.4 -5 -5 -3 -3 0 -0.324

25滋賀県 1205 749 717 32 456 4.3 2 17 13 4 -13 0.525

26京都府 2295 1316 1252 64 978 4.9 -3 -1 -1 0 -2 0.026

27大阪府 7700 4368 4130 238 3331 5.4 6 -8 -21 13 16 0.327

28兵庫県 4821 2688 2564 125 2132 4.7 -3 12 11 3 -16 0.128

29奈良県 1211 650 622 28 560 4.3 -3 -13 -12 -2 12 -0.229

30和歌山県 865 469 451 18 395 3.8 -5 1 2 -1 -6 -0.330

31鳥取県 506 300 288 12 206 4.0 -2 -6 -6 0 4 0.131

32島根県 618 361 352 8 257 2.2 -4 -16 -14 -3 12 -0.732

33岡山県 1675 965 929 36 711 3.7 -2 -4 -4 0 3 0.033

34広島県 2465 1433 1383 50 1031 3.5 -5 -4 -2 -2 -2 -0.134

35山口県 1254 683 659 23 571 3.4 -8 -5 -5 -1 -2 -0.135

36徳島県 682 369 354 15 313 4.1 -4 -6 -5 -1 3 -0.236

37香川県 859 502 484 18 357 3.6 -2 -6 -5 -1 4 -0.137

38愛媛県 1235 677 649 28 558 4.1 -6 -14 -13 -1 8 -0.138

39高知県 663 369 355 14 294 3.8 -5 -6 -4 -2 1 -0.539

40福岡県 4394 2530 2397 132 1863 5.2 6 -2 7 -10 8 -0.440

41佐賀県 722 447 430 17 275 3.8 -2 -2 0 -2 0 -0.441

42長崎県 1221 687 657 30 534 4.4 -7 -10 -8 -2 4 -0.242

43熊本県 1560 899 859 39 662 4.3 -4 -5 -3 -2 2 -0.243

44大分県 1033 580 557 23 454 4.0 -5 -6 -4 -1 2 -0.144

45宮崎県 971 573 548 25 398 4.4 -3 7 7 0 -9 0.045

46鹿児島県 1460 829 792 37 631 4.5 -7 -7 -4 -3 0 -0.346

47沖縄県 1158 674 627 46 484 6.8 7 11 10 0 -5 -0.147

全　国 - - - - - 4.3 - - - - - <-0.3> 
(注１) 数値は，労働力調査の結果を都道府県別に時系列回帰モデルによって推計した値である。

　　　 ただし，北海道，東京都，神奈川県，愛知県，大阪府及び沖縄県は比推定によって推計した値である。

(注２）岩手県，宮城県及び福島県の2012年平均の<　>内の対前年増減は，補完推計値を用いて推計した値との比較である。

　　　 また，全国の2012年平均の<　>内の対前年増減は，補完推計値と比較した参考値である。
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参考３　就業３状態と完全失業率の都道府県別結果（モデル推計値）

都道府県

実　　　　　数 対　前　年　増　減

15　歳
以　上
人　口

完　全
失業率
（％）

15　歳
以　上
人　口

完　全
失業率
(ポイント)

労働力
人　口

非労働
力人口

労働力
人　口

非労働
力人口
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